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を軽減できます。相続時精算課

税制度を利用して自社株の贈

与を行う場合、贈与をする直前

期において自社株の評価額を

引下げられるとさらに効果的

です。たとえば、社長が引退す

る事業年度に退職金を支払う

とします。そうすると、役員退

職金は最終の月額報酬や役員

在任年数等に応じて一定の金

自社株の生前贈与について

　生前に後継者へ自社株を承

継しようとした場合に、問題と

なるのが自社株の評価額です。

業績の堅調な企業であると自

社株の評価額も高くなり、贈与

を受けた後継者が贈与税の支

払いに苦慮するケースがあり

ます。ここでは自社株の生前贈

与に有効な２つの制度につい

てお話し致します。

　一つ目は相続時精算課税制

度についてです。相続時精算課

税制度とは、６０歳以上の父母

または祖父母から２０歳以上

の子または孫に対し、贈与財産

の価額について累計２，５００

万円まで贈与税の負担なく贈

与ができる制度です。ただし、

贈与者が亡くなった際には、当

該贈与財産の評価額と相続財

産の評価額とを合算して相続

税額が計算されます。特徴とし

ては、評価額を相続時ではなく

当該贈与財産の贈与時の価額

に固定できることです。業績が

堅調で自社株の評価額の上昇

が見込まれるのであれば、評価

額が低いうちに後継者へ贈与

することで、将来の相続税負担
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第１回では、「相続による自社株の承継」についてお伝えしました。第２回では、「生前贈与を
活用した自社株の承継」について考えてみます。

経 営 者 の 相 続 は 、 こ こ に 注 意 ！
生 前 贈 与 を 活 用 し た 自 社 株 の 承 継第2回
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額を費用に計上できるため、一

時的に利益を減少させること

ができます。利益が減少するこ

とで、贈与をする際の自社株の

評価額を引下げることができ

ます。

　二つ目は事業承継税制につ

いてです。事業承継税制とは、

予め都道府県庁より制度の認

定を受けた非上場会社の株式

等を後継者が贈与、相続又は遺

贈により取得した場合に、一定

の要件を満たすことで贈与税・

相続税が猶予・免除される制

度です。利用を促進するため、

平成３０年度の税制改正で１０

年間の時限措置として特例が

設けられました。具体的には、

納税猶予の対象となる株式の

制限（総株式数の 3 分の 2 ま

で）の撤廃や、納税猶予割合の

引上げ（８０％から１００％へ）

等の措置が講じられています。

特例措置を活用する最大のメ

リットは、相続税や贈与税の負

担を大きく抑えられる点です。

自社株を承継した後継者が、将

来的に次の世代の後継者に自

社株を承継すると、一定の要件

のもと税金が全額免除されま

す。自社株の評価額が高い企業

においては、大きな負担軽減が

期待できるといえるでしょう。

その他にも、本制度と合わせ

て、相続人全員および後継者全

員の合意を前提として、贈与す

る自社株の評価を遺留分（兄弟

姉妹以外の法定相続人に認め

られている、最低限度の遺産の

取り分）の算定から除外する

「除外合意」、遺留分を算定する

際の自社株の評価額を予め相

続人全員で合意した際の価額

に固定する「固定合意」といっ

た遺留分の制限に関する特例

制度を利用することもできま

す。

　事業承継税制の適用を受け

るには、様々な注意点がありま

す。検討をされる際は税理士な

どの専門家にご相談下さい。

ご相談は最寄りの足利銀行へ

　足利銀行では、企業オーナー

様の事業承継から資産承継対

策、相続対策に至るまで、トー

タルでのサポート体制を構築

しております。ぜひ、お取引き

の支店にご相談ください。

執筆：株式会社キャピタル・アセット・プランニング


